
○若者の県内定着・回帰の促進【山形県】（45百万円） 

 ・県内企業への就職活動に係る交通費助成など 

○ＩＴ人材をターゲットとした移住促進【長野県】（5百万円） 

 ・住宅･オフィスの提供、地元企業家との交流促進 

○ＩＪＵターン就業の促進【鳥取県】（105百万円） 

 ・｢プロフェッショナル人材｣の県内転入を促進 

○関ケ原古戦場を核とした広域観光の推進【岐阜県】（341百万円） 

 ・周遊観光の中核として町と連携した誘客の促進 

○農業等と連携した移住促進【岡山県】（53百万円） 

 ・移住希望者に対し空き家と農地をセットで情報提供 

○航空宇宙産業人材の育成【岐阜県】（391百万円） 

 ・技術者の育成や市と連携した産業の魅力発信 

○国際観光などに向けた戦略的な人材育成【富山県】（36百万円） 

 ・｢とやま観光未来創造塾｣「とやま起業未来塾」でｸ゙ ﾛー ﾊ゙ ﾙ人材育成 

○6次産業化の推進【徳島県】（40百万円） 

 ・大学と連携し地域資源を活用した６次産業化を推進 

○他県連携による県産品輸出支援【三重県】（10百万円） 

 ・沖縄国際物流ハブを活用しアジア市場への展開を促進 

○産学官によるヘルスケア産業の育成【大分県】（33百万円） 

 ・認知症の早期発見や予防に向けた研究の実施 

 平成26年度地方創生先行型交付金の活用事例（都道府県） 

（平成26年度緊急経済対策（総額３．５兆円）により創設） 

しごとづくり・人づくり 

 地方創生をさらに深化させ、地方の創意工夫等により力強い潮流をつくるため、 

自由度が高く包括的かつ継続的な交付金を創設することが必要 

ひとの流れ 

○「お互いさまスーパー」の創設【秋田県】（25百万円） 

 ・自治会によるスーパーの運営、流通、連携等を支援 

○｢地域創造拠点｣の整備【京都府】（116百万円） 

 ・市町村と連携し生活･福祉サービスの集約拠点を整備 

○県版小さな拠点「集落活動センター｣支援【高知県】（243百万円） 

 ・住民主体の集落維持・活性化に向けた取組みを支援 

○人口減に対応した教育体制整備【徳島県】（10百万円） 

 ・学校と保育所など福祉施設を併設しサービスを一体化 

○子育て女性の再就業促進【愛知県】（25百万円） 

 ・離職した女性を対象に就業体験(インターンシップ)を実施 

○保育士のキャリアデザイン支援【奈良県】（6百万円） 

 ・キャリア認定制度の創設やマイスター認定研修の実施 

○多子世帯向け子育て家庭応援融資【富山県】（505百万円） 

 ・全国に先駆けた、仕送り含む必要資金全般の融資を実質無利子化 

○男性不妊に対する治療費助成【埼玉県】（41百万円） 

 ・費用負担が重い男性不妊症の治療を助成 

結婚・出産・子育て まちづくり 


